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組込み向け進化型ソフトウェアの
効率的な拡張性強化手法

佐々木 隆益1,4 吉岡 信和2,3 田原 康之4 大須賀 昭彦4

受付日 2015年5月25日,採録日 2015年11月5日

概要：市場ニーズの変化速度に対応した製品開発プロセスとしてアジャイル開発プロセスのようなライト
ウェイトな開発プロセスが台頭してきている．アジャイルも含め，このような進化型ソフトウェアは，継
続的にリファクタリングを施しながらの機能開発を行う．特に組込みシステムでは，関連するハードウェ
アの個別進化に対しても，システムとしての対応が必要であり，拡張性や可変性の設計がなされていない
と，製品リリースが進むにつれ，メンテナンス性の悪化を引き起こしやすくなる．本稿では継続的に発生
する将来の機能追加において，システムの拡張性を強化する情報の提供を目的とし，ソースコードから，
自動的に拡張性の構造を抽出し，拡張性を強化すべき箇所を特定，強化方法を提示する手法を提案する．
さらに継続的に機能追加された実際の製品コードに対し，提案手法を適用した結果，提案手法の有効性を
確認することができた．
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Abstract: Light weight development processes like Agile have emerged in response to rapidly changing
market requirements. However software evolution processes including Agile are inadequate for software in
embedded systems, as software undergoes frequent refactoring, targeting only immediate requirements. As a
result maintainability decreases because the system is not designed to respond to changes in the associated
hardware. In this paper, we propose a method for improving of extensibility. We also propose a technique for
detecting and suggesting extensible design pattern automatically. Our approach is based on analyses of the
call graph and the inheritance structure of source code to identify a layer structure that is specific to embed-
ded software. These techniques provide us with objective and quantitative information about extensibility.
We applied the proposal method to an actual product’s code continuously and could verify an improvement
in system’s extensibility.
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1. はじめに

近年，技術革新スピードが加速し，ネットワークの高速

化，センサの小型化，コンピュータチップの高性能化にと

もない，モバイル，クラウド，AR等，新しい概念の製品が

登場してきている．これにより，ソフトウェアシステムは

ますます複雑化し，ソフトウェア開発に要するコストが増

加する一方，市場のニーズは短期間で変化し，技術の陳腐
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化，急速な製品価値低下が起きている．そのため，綿密な

計画に基づき，仕様，設計，実装，テストという開発工程に

より，製品を大量生産するという，従来から用いられてい

るプロセスでは，早ければ開発中に，遅くとも製品後すぐ

にマーケットニーズと製品仕様との乖離が生じ，製品を出

荷しても，製品計画段階で予想した販売数や価格帯が維持

できず，開発に要したコストの回収さえ困難になっている．

そこで，ウォーターフォールに代表されるヘビーウェイ

トな開発プロセスではなく，アジャイルのようなライト

ウェイトな開発プロセスが台頭してきた [1]．このプロセス

では，将来を予測した機能や機構について，あらかじめ綿

密な設計を行わず，まずはシンプルな機能，機構で開発を

完了し，マーケットへの早期製品投入を実現する．そして，

マーケットからのフィードバックを得た後，追加開発を行

う．このプロセスにより，市場の要求と製品機能のギャッ

プが低減されつつある．

このようなプロセスは進化型のソフトウェア開発プロセ

スに分類され，開発済みのソフトウェアに対し，リファク

タリングを施しながら，次のリリースに必要な機能の追加

開発を行う [1]．つまり継続的な進化の実現には，長期的な

メンテナンス性の向上が不可欠である．

しかしながら，従来行われてきた，フィーチャ分析 [2]を

基にした可変性設計手法 [2], [3]を用い，製品の可変点を確

定してから，ロードマップに従い多様な要件に対応したソ

フトウェアシステムを構築していくプロダクトライン型開

発の適用は難しい．なぜなら，実際の開発現場において，

設計仕様の作成コストが大きく，また設計仕様の抽象度が

高いため，実装と直接的に記述が一致しないことや，実装

中の要件変更により，設計仕様と実装仕様が乖離してしま

うため，機能追加時には，要件や設計仕様と，既存ソース

コードとのトレーサビリティがとれなくなるからである．

また，アジャイル開発では，要求に対して直接的な成果

物を作成するため，局所的な正解となるアーキテクチャを

選択していく可能性があり，長期的な視点においては，歪

んだアーキテクチャ構造になる可能性や，トータル開発コ

ストの増大をまねく場合もある．これを防ぐため，アジャ

イル開発においても，機能追加が容易な拡張性の高い仕組

みを設計することは，重要であるとされる．しかしながら，

必要な機能の実装だけが優先されるなか，将来の拡張性を

考慮して設計することは，設計者のスキルに依存した属人

性の高いものになる．また，設計者が拡張性の高さを考慮

していたとしても，継続的に発生するソフトウェア進化に

おいて，どのタイミング，どの要件で拡張性を強化すべき

かの判断が難しい．

特に組込みシステムでは，関連するハードウェアの進化

に対する柔軟な設計がなされていないと，製品リリースが

進むにつれ，メンテナンス性の悪化を引き起こしやすくな

る．なぜなら組込みソフトウェアと連携するハードウェア

は動作制約を持っていることが多く，コストや納期の観点

からソフトウェアによるアドホックな変更を誘発するから

である．たとえば，特定の順序による初期化が必要なハー

ドウェアや，フォーマットやプロトコルに限定があるハー

ドウェア等である．

また，拡張性の問題等，一般的にリファクタリング対象

個所を特定する手法としてメトリクスを用いた手法があり，

後藤ら [4]は，メソッド長に関するコードメトリクスを用

いた方法を提案している．Ramanathら [5]は，代表的な

メトリクスである CKメトリクスを用いた不具合箇所特定

との関連について検証している．メトリクスを用いたアプ

ローチでは，定義した問題を自動で定量化することはでき

るが，プログラムの意図も含めた解釈は難しく，プログラ

ムの機能，開発者，言語等，様々な要因で値が変化してし

まう．そのため，相対的な比較によって，問題の可能性を

指摘するにとどまる．一方，Fowler [6]は，コードの記述

により特定する方法や，“怠け者クラス”，“疑わしき一般

化”等のコードスメルを定義している．コードの記述につ

いては，特定コードの単純な変換であり，Eclipse等の統合

開発環境ツールにも実装されているものがある．しかしな

がら，これは，局所的にコードを改良するだけであり，構

造全体の問題点を特定しているわけではない．また，コー

ドスメルについては，概念として示したものとなり，具体

的な特定方法は，実際のコードを開発者が解読し，開発者

のスキルに依存して特定することになる．

我々は，ソースコード上から可変性構造を抽出する研

究 [7]を，これまで実施してきた．本稿では，さらに進化

型ソフトウェアの開発プロセスにおいて，長期的なメンテ

ナンス性向上のために，属人性を排除した定量的な拡張性

強化手法を提案する．

我々の手法は，概念的なコードスメル情報ではなく，特定

の構造を持つソースコードの意味的な構造をふまえ，コー

ドスメルをルールという形で定義し，自動検出を可能に

している．これにより，拡張性を改善すべき箇所の特定・

ガイドを行うものであり，2ステップで構成されている．

（ 1）ソースコード内のコールグラフと継承構造から，拡張

性構造を識別する，（ 2）拡張性を強化すべき箇所を特定

し，拡張性の強化方法を提示する．さらに，この手法を一

部ツール化し，実際の製品開発における複数回の機能改良

コードに適用することで有効性の評価を行う．

以降，2章では本稿が対象とする組込みシステムの課題

について説明し，3章で拡張性強化手法について提案する．

そして，4章で，実際の製品コードを用いた実験結果を示

し，5章で本提案手法の妥当性について評価する．6章で

は関連研究を説明し，7章で本稿をまとめる．
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図 1 組込みシステムにおける基本的レイヤ構造

Fig. 1 Basic Layer Structure in Embedded System.

2. 組込みシステムソフトウェアの課題

2.1 本稿の対象ソフトウェア

本稿では，ハードウェアの仕様が確立していないような

新規製品，市場のニーズが見えないような新規分野，ハー

ドウェアの多様性および進化に追従しなくてはならない

カスタムメイドな特徴を持ちつつ，それらの品質について

も重要視される組込みシステムを対象としている．たとえ

ば，ウェアラブルコンピュータ，ヒューマノイドロボット，

インターネットに常時接続するネット家電，家やオフィス

における機器間協調システム，先進安全機能の組込みが加

速している自動車等であり，従来の製品単独の仕様では完

結しない新しい組込みシステムといえる．

また，対象としている組込みシステムの構造は，図 1 に

示すレイヤ構造で表現可能なものとする．

図 1 は，概念的なレイヤ構造モデルであり，システム

には，機能シーケンスの制御を担うコントローラクラスが

1つ以上存在し，コントローラクラスから呼び出されてい

る各クラス群が，各々システム機能の一部を担っている．

各機能には，機能の呼び出し，機能の実装，ハードウェア

の抽象化，アルゴリズムが含まれる．また機能には，ハー

ドウェアの制御を主な役割とするハードウェア制御機能

とデータ処理を主な役割とするデータ処理機能がある．シ

ステムが扱うデータは，入力用のハードウェアからコント

ローラクラスを経由し，アルゴリズムで処理後，再びコン

トローラクラスを経由し，出力用のハードウェアへ流れる．

図 1 で表現可能な組込みシステムの具体例としては，た

とえばネットワークカメラである場合，規定されたフレー

ムレートで，ハードウェアであるカメラから映像が入力さ

れ，映像解析処理を行った後，ネットワーク経由で，映像

および解析情報を外部へ送信する．さらに外部からのコマ

ンド入力を受け付け，回転デバイスに対し，カメラ向き等

の変更出力を行うこともできる．このような回転デバイス

や，カメラの仕様等は開発時期や機種によって異なる．ま

た，たとえば，ロボットである場合，カメラからの画像や，

距離センサからの距離情報を入力とし，周囲の障害物検知

処理結果をふまえ，加速度センサや，ジャイロセンサによ

り動作制御を行いながら，各関節等の駆動出力を行う．ロ

ボットでは，ハードウェア構成によって，関節数や，動作

範囲，動作箇所も異なる．このように，組込みシステムで

は，同じ種類のソフトウェアであっても，ハードウェア構

成に依存する箇所が多いため，依存箇所を削減することで，

ソフトウェアを変更不要，または容易に変更できるように

することは非常に重要である．

なお，対象としている組込みシステムは，オブジェクト

指向言語を用いて実装されたプログラムとする．

2.2 課題

対象としている組込みシステムでは，市場の変化が速い

ため，時間をかけ製品仕様を確定させ，手戻りなく製品化

を行うウォーターフォール型の開発プロセスよりも，ア

ジャイルのようなライトウェイトな方法をとることで，余

分な機構のための実装を加えず，変化する要求に対応しな

がら，早期に市場投入実現を目指すことが多い．

上記のようなプロセスの場合，抽象度の低いコードを対

象とするため，システムの品質や将来的なメンテナンス性

が，開発者個人に依存してしまうという課題がある．本稿

では，下記に示す 2つの属人性による課題を対象とする．

課題 1：システムの拡張性に対する問題箇所の認識が異

なる

現在のコードに，新しい機能を追加するだけでよいのか，

もしくは，拡張性を強化した後，機能追加をした方がよい

のかについては，開発者の経験に依存していた．これによ

り，必要以上に冗長な拡張性の仕組みのある箇所や，変更

頻度が高い場所であるのに，変更しにくい構造になってい

ることがあった．

課題 2：拡張性の強化方法が異なる

拡張性をどのように強化するかについては，開発者の設

計・実装スキルに依存していた．また，一般的なリファク

タリング手法では，実装コード記述に対しての対処法が示

されるだけであり，課題 1が解決され，拡張性の問題箇所

が分かったとしても，対処方法については，開発者ごとに

異なるため，本当に強化されるのか，またどの程度の規模

による変更が必要なのか把握が困難であった．

なお，本稿では，既存システムへ新しい機能を追加でき

ることや，新しいデバイスに対応できるようなソフトウェ

アの特性を拡張性と定義する．さらに，拡張性の問題とは，

だれが，どこで，どのデータ関係にアクセスするかという

観点に対し，メンテナンスコストを増大させる要因である

と定義する．また，その問題が生じるクラス構造を拡張性

に関する問題個所として定義する．

3. 拡張性強化分析

3.1 提案手法概要

図 2 に示すように，提案手法は，拡張性に問題のある

コードに対し，自動的に拡張性を強化すべき箇所の特定と
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図 2 提案手法の概要

Fig. 2 Proposal overview.

図 3 提案手法の構成図

Fig. 3 Architecture of proposed method.

強化方法のガイドを行う手法である．

提案手法は，図 1 に示した構造的特徴を持ったシステム

を対象としているため，主にハードウェアの抽象化，処理

アルゴリズムの抽象化，およびコントローラとの結合に対

する拡張性の問題を特定する．

開発者は，自身の担当機能が拡張性を強化すべき箇所と

して特定された場合に，拡張性の強化ガイドに沿って拡張

性の強化を図ることができる．

3.2 提案手法の構成

図 3 に示すように，提案手法は 2ステップで構成されて

いる．

まず，属人性を排除するため，入力はソースコードのみ

とした．拡張性の仕組みを定量的に把握するため，我々の

従来研究手法 [7]を用い，クラスの呼び出し関係と継承関

係という 2つの異なる観点でソースコードを解析し，各モ

デル内に含まれるデザインパターン，継承構造の識別を行

う（ステップ 1）．

次に，拡張性の問題構造のパターンを定義したルールと

ステップ 1で識別した拡張性の構造を比較することにより

拡張性の問題箇所を自動的に特定し，各ルールに対応した

拡張性の強化ガイドを出力する．（ステップ 2）．

3.3 拡張性構造識別（ステップ 1）

3.3.1 機能の抽出

ソフトウェアの変更頻度や変更内容は機能ごとに異なる

ため，機能を抽出し，機能単位で拡張性を判定する必要が

ある．たとえば，ハードウェアの入出力機能であれば，使

用しているセンサごとに進化速度が異なるため，当該機能

については，頻繁に変更を要することになる．またアルゴ

リズムであれば，製品価値に直結するものほど市場の競争

表 1 継承による拡張性構造

Table 1 Extension structures in terms of inheritance.

表 2 デザインパターンによる拡張性構造

Table 2 Extension structures in terms of design pattern.

が激しく，処理内容の大きな変更を求められる場合がある．

機能を抽出するには，まず，ソースコードを解析し，

コントローラモデル（Controller Model）と継承モデル

（Inheritance Model）を生成する [7]．そして，コントロー

ラモデルにおいて，コントローラクラスから呼び出されて

いる各クラス以下を各機能として特定する．なお，コント

ローラクラスから呼び出されているクラスのうち，継承モ

デルで，同一の継承ツリーに含まれるクラスについては同

一機能とする．

3.3.2 継承による拡張性の構造識別

コントローラモデルの各階層に含まれるクラスに対し，

機能ごとの継承構造タイプを自動的に抽出する．表 1 に

抽出例を示す．SIは単純継承構造，MIは多階層継承構造

を示す [7]．なお，図 1 に示したコントローラクラスから

の呼び出し距離が等しいクラス群を同一階層であるとし，

コントローラクラスに近い階層を第 1階層と呼ぶ．コント

ローラクラスから遠い階層ほど階層の数字が大きくなる．

図 1 におけるレイヤ構造を持つソフトウェアを対象とす

るため，上位層ほど，デバイスやアルゴリズムの制御に関

する類似構造の存在を示し，下位層ほど，データタイプや

ハードウェアデバイスが複数存在することを示している．

3.3.3 デザインパターンによる拡張性の構造識別

コントローラモデルの各階層に含まれるクラスに対し，

機能ごとのデザインパターンを自動的に抽出する．表 2

に抽出例を示す．CUは，Mixed Creation and Useパター

ン，Fは Factoryパターン，AFはAbstract Factoryパター

ン，Pは Plugin Factoryパターンを示している [7]．ITF

は Inverse Template Methodパターンとして，本稿で我々

が定義したパターンであり，3.4.4項に示すテンプレートメ

ソッドパターンの逆パターンで用いられる構造である．

階層の表現については，表 1 と同様である．上位層ほ

ど，デバイスやアルゴリズムの制御に関する隠蔽構造の存

在を示し，下位層ほど，データタイプや，ハードウェアデ

バイスに関する隠蔽構造の存在を示している．
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図 4 Factory 化によるソースコード改善例

Fig. 4 Example of improving code by using factory.

3.4 拡張性の問題箇所の特定および拡張性強化ガイド（ス

テップ 2）

組込みシステムにおいては，拡張性とパフォーマンス

（リソース消費や実行速度）のバランスが重要であるため，

パフォーマンスの仕様によっては，拡張性は犠牲になるこ

とがある．しかしながら，組込みシステムでは，PCアプ

リケーションやモバイルアプリケーションとは異なり，一

般的に，ソフトウェアの更新が容易ではなく，また長期に

わたって利用されることが多い．そのため，開発時点では

存在しないデータフォーマットや，デバイスへの対応が容

易であることが望ましい．

図 4 に拡張性の問題改善例を示す．

問題のあるソースコードは，デバイスごとに異なるイン

タフェースを持つ具象クラスを，使用者が生成条件を知っ

たうえで選択するコードとなっている．このようなコード

では，使用者はデバイスが変わるたびに制御側のコード

も変更する必要性が生じ，また個々のデバイスのインタ

フェースに依存したコードになる．

改善したコードでは，デバイスの抽象クラスを作成し，

各デバイスは抽象クラスを継承する構造にすることで，

統一したインタフェースを提供することができる．また，

Factoryクラスにデバイスの生成条件を隠蔽することで，

使用者は，デバイス制御における論理的なコード記述に特

化することができる．このような，拡張性に関する開発現

場の状況をふまえ，我々が定義した拡張性の強化ルールを

表 3 に示す．ステップ 1で抽出した拡張性の構造識別結

果に対し，表 3 に示した拡張性の強化ルールを適用するこ

とで，当該拡張性の強化ルールに反するような拡張性の問

題箇所を，自動で特定することができる．

表 3 拡張性の強化ルール

Table 3 Rules for improving extensibility.

表 4 拡張性の強化ガイド

Table 4 Guidelines for improving extensibility.

図 5 R1 に反するモデル内の構造例

Fig. 5 Example of R1.

表 4 に拡張性強化ガイドを示す．拡張性の強化ガイド

は，拡張性の強化ルールごとに，拡張性の強化方法を関連

付けたものである．開発者は強化ガイドに沿って，拡張性

の問題箇所として特定されたコードの拡張性を強化するこ

とができる．

次項からは，各拡張性強化ルールによる拡張性改善効果，

問題個所の特定方法および強化ガイドによる強化方法を強

化ルールごとに示す．

3.4.1 クラスの生成処理を使用者から隠蔽する（R1）

図 5 に示した具象クラス A，Bを使用するクラス User

が，A，Bの生成処理や，生成される具象クラスに直接依

存しない構造とすることで，使用者側を変更せず新しい具

象クラスの追加が可能になる．特に，使用者がコントロー

ラクラスである場合は，巨大化，複雑化しやすいため，使

用者にとって不必要な情報を分離することで，メンテナン

ス性の劣化を防ぐことができる．

当該ルールは，表 1 に示した継承による拡張性構造の第

1階層に継承構造がある場合に特定される．また，表 2 に

示したデザインパターンによる拡張性の構造において，CU

と識別されたクラスの 1階層下に表 1 で示した継承による

拡張性構造がある場合（第 3階層以下では各層で判断）も

特定される．

拡張性ガイドとしては，上記どちらの場合においても，
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図 6 R2 に反するモデル内の構造例

Fig. 6 Example of R2.

“Factory階層の挿入（G1）”が有効である．これは，図 5の

Super Xを返す Factoryクラスを作成し，作成した Factory

を使用者側で呼び出すように変更を行うことで，コント

ローラモデルの第 1階層もしくは，CUのクラス階層の下

に Factory階層を挿入する方法である．

3.4.2 隠蔽された具象クラスにアクセスしない（R2）

図 6 で示した Factory層で隠蔽された具象クラス A，B

を使用している Factory層の上位レイヤにある Userクラ

スから，具象クラスA，Bへの呼び出しを削除することで，

失われていた隠蔽効果を取り戻すことができる．

当該ルールは，表 2 に示したデザインパターンによる拡

張性の構造において，Inverse Template Method（ITF）パ

ターン以外のデザインパターンが識別されたクラスにおけ

る 1階層下の継承構造を持つクラスが，前記，拡張性構造

を持つクラスの上位階層に位置づけられているクラスから

呼び出されている場合に特定される．

拡張性ガイドとしては，“抽象インタフェースへの変更

（G2）”，または “上位クラスの使用箇所を下位クラスへ移動

（G3）”が有効である．上位クラスで具象クラスを呼び出し

ている箇所が，抽象インタフェースに含まれるべき具象ク

ラスの機能であれば，当該機能を抽象インタフェースへ加

え，上位階層では，Factoryで取得する抽象インタフェー

スを利用するよう変更する方法である．一方，上位クラス

で具象クラスの機能を利用している処理自体が具象クラス

に依存する内容であれば，この処理自体を具象クラスの責

務として移動し，使用側は処理結果だけを取得するように

変更する方法である．

3.4.3 同一デバイスに関する生成操作は 1カ所に隠蔽す

る（R3）

一般的にデバイスには，デバイス依存の設定や制御が

存在する．システムに備わっているデバイスが DevA か

DevBであるかを，これらデバイス依存処理部が個別に判

断し，切り替えているモデルを図 7 に示す．このように，

デバイスの選択処理が，システム内に分散した場合，デバ

イス追加時やデバイスの選択条件が変更されたときに，す

べての上記箇所に対しても変更が必要となる．そのため，

当該ルールでは，各デバイス固有の具象クラスに関する処

理をシステム内の 1カ所に集約・隠蔽することによって，

デバイスの変更に対する耐性を向上させる．

当該ルールは，継承モデルで，複数の継承ツリー内の具

図 7 R3 に反するモデル内の構造と強化後の構造例

Fig. 7 Example of R3.

図 8 R4 に反するモデル内の構造例

Fig. 8 Example of R4.

象クラス名に共通性がある場合に特定される．

拡張性ガイドとしては，“使用箇所の集約およびAbstract

Factory の導入（G4）” が有効である．デバイスごとの

Factory と Factory を抽象化した Abstract Factory を作

成し，各デバイス依存処理部が持っていたデバイスの選択

処理を移動させる．そして，各デバイス依存処理部では，

抽象化されたデバイスを使用するよう変更する方法である．

3.4.4 テンプレートメソッドの逆パターンを排除する

（R4）

一般的に継承構造においては，親クラスと，その派生ク

ラスとは置換可能である必要がある．そのため，親クラス

では，処理シーケンスを定義し，派生クラスにおいて，各

処理の詳細を変えるようなテンプレートメソッドパターン

が使われる．しかしながら，図 8 に示すように，派生クラ

ス Aで親クラスである Super Aのメソッドを呼び出すこ

とで，親クラスが想定していない振舞いを派生クラスが行

うという実装も可能である．この場合，派生クラスが親ク

ラスの実装に依存するため，親クラスの変更によりシステ

ムが予期しない動作となる可能性がある．

当該ルールは，図 8 に示すように，継承モデルにおいて，

クラス Aは，親クラス Super Aクラスの派生クラスであ

り，コントローラモデルにおいて，派生クラス Aが親クラ

ス Super Aを呼び出している場合に特定される．この構造

が Inverse Template Method（ITF）パターンであるため，

このパターンが識別されると，当該ルールに違反したこと

となる．
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図 9 R5 に反するモデル内の構造例

Fig. 9 Example of R5.

なお，このパターンにおいては，親クラスの初期化だけ

を行っているものは含めない．

拡張性ガイドとしては，“テンプレートメソッド化（G5）”

または “委譲関係への変更（G6）”が有効である．親クラス

に純粋仮想関数を追加し，派生クラスにおいて，当該関数

に派生クラスごとの実装を記述するというテンプレートメ

ソッドを導入するか，親クラスと派生クラスとの継承関係

ではなく，委譲の関係に変更する方法である．

3.4.5 明示的なインタフェースを導入する（R5）

暗黙的な共通のインタフェースに依存し呼び出される複

数のクラスに対し，明示的なインタフェースの導入を行う．

図 9 に示すように，Factory A，Bにより，具象クラス A，

B，C，Dの生成を隠蔽している場合，Factoryの呼び出し

クラス Userからは，共通インタフェースで Factoryの呼

び出し処理を行えるように，Factoryの抽象クラスを定義

することで，Factoryの担う役割を明確にすることができ

る．また，共通処理を集約することも可能になる．

当該ルールは，表 2 に示したデザインパターンによる拡

張性の構造において，CUと識別されたクラスの 1階層下

に表 1 に示した継承による拡張性の構造がない場合（第 3

階層以下では各層で判断）に特定される．

拡張性ガイドとしては，“抽象インタフェースの導入

（G7）”が有効である．各クラス間の共通メソッドを持つ抽

象クラスを作成し，当該抽象クラスを派生させた Abstract

Factoryパターンを導入する方法である．

3.5 解析ツール

本提案手法では，解析工程の一部について解析ツールを

作成した．作成した解析ツールは，解析対象のソースコー

ドを入力として，ステップ 1で使用するコントローラモデ

ル図と継承モデル図を出力する．他のデータについては，

出力された情報を基に，手動ではあるが，機械的に算出す

ることができる．

また，本ツールは，対象組込みシステムのドメインに依

存した処理を持っていないため，オブジェクト指向言語で

あれば使用可能である．

4. 実験および結果

キヤノン株式会社の製品のうち，新規市場向けに開発を

行っている製品の一部コード（C++）に対し，提案手法（ス

表 5 対象コード一覧

Table 5 List of object code.

図 10 コード規模とクラス数の推移

Fig. 10 Progress of code size and number of classes.

テップ 1～ステップ 2）を実施した事例について説明する．

4.1 対象コードの概略

表 5 に，当該実験で使用したソースコードの一覧を示

す．各コードを ID1～4で区別する．ID1～3は，同一製品

に対する継続的な 3回のリリースにおいて開発されたコー

ドであり，ID4は，当該手法を用い ID3のコードを改良し

たものである．

各 IDにおけるコードのステートメント行数（NCSS），ク

ラス数，および提案手法で求められたコントローラモデル

で表現されるクラス数（捨象後クラス数）を図 10 に示す．

機能改良が進むにつれコード行数が増加し，それにとも

ないクラス数も増加している．しかしながら，提案手法を

用いることで，42%～48%程度に捨象したクラス数を対象

としてシステムを観察することが可能である．

4.2 拡張性構造識別（ステップ 1）

図 11 に各 IDのコードで抽出した機能数を示す．機能

数の増加は，コントローラモデル内のコントローラクラス

から呼び出されているクラス数の増加を示している．

図 12 に示したコントローラクラスの NCSSおよびクラ

ス結合度（CBO [8]）の推移を示す．ID1～ID3へと開発が

進むにつれ，コントローラクラスのコードが増加し，さら

に結合クラス数も増加していることが分かる．

ID4のコードでは，拡張性の強化箇所に対策を施すこと

で機能数が 13へと減少した．ID3と ID4では機能的な違

いはないが，ID3では，コントローラクラスとの結合が増

加したため，実際よりも機能が多く見えた．
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図 11 機能数の推移

Fig. 11 Change of number of features.

図 12 コントローラクラスにおける変更推移

Fig. 12 Change of data in controller class.

図 13 継承構造に関する拡張性構造の推移

Fig. 13 Change of extension structures in terms of inheritance.

図 14 デザインパターンに関する拡張性構造の推移

Fig. 14 Change of extension structures in terms of design

pattern.

図 13 は各 IDのコードに含まれる継承構造に関する拡

張性構造の識別結果推移を示す．ID3コードにおいて，継

承構造の増加がみられる．

図 14は各 IDのコードに含まれるデザインパターンに関

する拡張性構造の識別結果推移を示す．ID3コードにおい

図 15 拡張性の問題箇所の特定結果推移

Fig. 15 Changes in results when extensibility reinforcement

points are identified.

表 6 拡張性ルールごとの追加および修正クラス数

Table 6 Number of additional classes and modification classes.

て，Mixed Creation and Useパターンの増加がみられる．

提案手法により，ID4 のコードでは，ID3 で増加した

Mixed Creation and Use パターンの削減と，Factory パ

ターンと Abstract Factoryパターンの増加がみられる．

4.3 拡張性の問題箇所特定および強化ガイド（ステップ 2）

表 3 に示した 5つのルールに基づいた拡張性の問題箇

所の特定結果推移を図 15 に示す．“クラスの生成処理を

使用者から隠蔽する（R1）”と “隠蔽された具象クラスにア

クセスしない（R2）”については，ID1～ID3にかけて単調

増加している．機能追加にともない，R1と R2に関する

拡張性低下が起こりやすいものと思われる．一方，“同一

デバイスに関する生成操作は 1カ所に隠蔽する（R3）”や，

“テンプレートメソッドの逆パターンを排除する（R4）”は

ID3のみで特定されている．R3と R4は，機能追加要件に

依存して拡張性低下が起こりやすいものと思われる．

ID3の拡張性を強化した ID4のコードでは，強化すべき

箇所が減少している．

また，ID3で，問題を検出したルールに対応した拡張性

強化ガイドに基づき，ID3のコードの拡張性を強化するに

要した追加および修正クラス数を表 6 に示す．

R1と R3に関する強化においては，新しい隠蔽構造の構

築が主な強化項目であるため，修正クラス数に比べ，追加

クラス数が多く，その他のルールでは，修正クラス数の方

が多い．

また，ID3のコードに対し，18カ所の拡張性強化を行っ

た（ID4での残箇所を除いた図 15 に示す R1～R5の合計

値）．この 18カ所の拡張性強化には，コントローラモデル
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図 16 コントローラモデル（ID3）

Fig. 16 Controller model (ID3).

図 17 継承モデル（ID3）

Fig. 17 Inheritance model (ID3).

図 18 コントローラモデル（ID4）

Fig. 18 Controller model (ID4).

図 19 継承モデル（ID4）

Fig. 19 Inheritance model (ID4).

の半数程度に及ぶクラス数の追加または修正が必要となっ

た．図 16 および図 17 に拡張性強化前である ID3のコン

トローラモデルと継承モデルを示し，図 18 および図 19

に拡張性強化後である ID4のコントローラモデルと継承モ

デルを示す [7]．4.3.1項～4.3.5項に，ID3と ID4における

拡張性の問題箇所特定と拡張性ガイドについての具体例を

述べる．

4.3.1 クラスの生成処理を使用者から隠蔽する（R1）

ID3において，9カ所の拡張性改善箇所が特定されてい

る（図 15）．拡張性ガイドの G1に沿って，9カ所のうち，

3カ所については，Factoryクラスを追加．4カ所につい

ては，生成内容が組合せによるものであるため，1つの抽

象 Factoryクラスを作成し，抽象 Factoryクラスを継承し

図 20 R1 の拡張性強化による継承モデルの変化

Fig. 20 Change of inheritance model by rule R1.

図 21 R2 の拡張性強化によるコントローラモデルの変化

Fig. 21 Change of controller model by rule R2.

た 2つの具象 Factoryクラスを作成することで，Abstract

Factory化を行った．残る 2カ所については，後述するが，

誤検知であった．

図 20 に，拡張性強化により，変化した継承モデルを示

す．ID3においては，コントローラクラスから複数の継承

ツリーが呼び出されていたが，ID4では，継承ツリーごと

に Factory階層を設けることで，破線で示した部分に分割

され，コントローラクラスへの集中がなくなっている．

4.3.2 隠蔽された具象クラスにアクセスしない（R2）

ID3において，5カ所の拡張性改善箇所が特定されてい

る（図 15）．拡張性ガイドの G2に沿って，上位クラスで

具象クラスを利用していた箇所について，すべて抽象クラ

スの利用へ変更し，かつ抽象インタフェースで呼び出すた

めに，具象クラスの複数メンバ関数を抽象化した．さらに，

G3に従い，抽象クラスや，具象クラスへ上位クラスで定

義されていた処理を移動した．図 21 に拡張性強化におけ

る，コントローラモデルの変化を示す．ID3のコントロー

ラモデル上に×印で示した上位層のクラスからの呼び出し
箇所が ID4のコントローラモデル上では削除されている．
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図 22 R3 の拡張性強化によるコントローラモデルの変化

Fig. 22 Change of controller model by the rule of R3.

図 23 R4 の拡張性強化によるコントローラモデルの変化

Fig. 23 Change of controller model by the rule of R4.

4.3.3 同一デバイスに関する生成操作は 1カ所に隠蔽す

る（R3）

ID3において，1カ所の拡張性改善箇所が特定されてい

る（図 15）．拡張性ガイドの G4に沿って，システム内に

分散していた同一デバイスに関したクラス生成判断処理を

1カ所に集約し，Abstract Factoryを導入した．

図 22 に拡張性強化における，コントローラモデルの変

化を示す．ID3のコントローラモデルに存在した，デバイ

ス種類に依存しクラスが切り替える 3カ所の生成処理対象

を楕円の実線で示す．ID4のコントローラモデルにおいて

は，楕円の実線で示した 1 カ所に生成処理対象が集約し

ている．また，上位クラスがMixed Creation and Useパ

ターンから，楕円の鎖線で示したAbstract Factoryパター

ンに変化している．

4.3.4 テンプレートメソッドの逆パターンを排除する

（R4）

ID3において，4カ所の拡張性改善箇所が特定されている

（図 15）．拡張性ガイドの G5に沿って，Inverse Template

Methodパターン（ITF）として識別されたクラスに純粋

仮想関数を追加し，派生クラスから呼び出されていた親ク

ラスのメンバ関数内で当該純粋仮想関数を呼び出す処理へ

と変更した．一方，派生クラスでは，親クラスの関数を呼

び出すのではなく，純粋仮想関数の定義を記述するテンプ

レートメソッドパターンの形態へと変更した．

図 23 に拡張性強化における，コントローラモデルの変

化を示す．

図 24 R5 の拡張性強化による継承モデルの変化

Fig. 24 Change of inheritance model by rule R5.

表 7 機能追加比較結果

Table 7 The comparison of changes by adding feature.

ID3 のコントローラモデル上には，細い実線で示した

Inverse Template Methodパターン（ITF）クラスが検出

されているが，ID4 のコントローラモデルでは，Inverse

Template Methodパターン（ITF）が検出されない．

4.3.5 明示的なインタフェースを導入する（R5）

ID3において，1カ所の拡張性改善箇所が特定されている

（図 15）．拡張性ガイドのG7に沿って，3つの既存 Factory

クラスから共通インタフェースを抽出し，抽象Factoryクラ

スを作成した．さらに，既存 Factoryクラスを抽象 Factory

クラスの派生クラスとするAbstract Factoryパターン化を

実施した．

図 24 に拡張性強化における，継承モデルの変化を示す．

ID3の継承モデルでは，同一の継承ツリーに対して，3つ

のクラスが呼び出しを行っているが，ID4の継承モデルで

は，ID3の 3つのクラスがさらに継承構造を持ち，他のク

ラスから呼び出されている構造になっている．

4.4 拡張性の強化前後における機能追加時の変更量比較

本節では，提案手法による拡張性の強化前後における機

能追加時の変更量を比較する．

拡張性強化前後のコードに対し，同一の機能追加実施時

における追加・修正クラス数を変更量とし，今後予想され

る当該製品における機能追加要求を機能追加内容とする．

拡張性強化前のコードを ID3の製品コード，拡張性強

化後のコードを ID4のコードとし，今後予想される当該

製品における機能追加要求については，開発者へのインタ

ビューで 4タイプに分類された機能追加要求を得た．表 7

に機能追加要求ごとの比較結果を示し，表 7 の類似デバイ

ス追加時における変更内容を図 25 に示す．

ID3では，デバイスの追加により，四角の実線で示され

た新しいクラスがコントローラモデル上に追加される．ま

た，このデバイスは既存デバイスの類似デバイスであるた
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図 25 類似デバイス追加時の変更内容

Fig. 25 Change for adding similar device.

め，設定等については，流用できるものとしたが，ID3で

は，上位クラスで既存の具象クラスを呼び出しているため，

新しく追加するデバイスについても同様に呼び出しが必要

となる．そのため，4カ所の破線で示すクラスに対し修正

が必要となる．一方，ID4では，R2の拡張性ルールに違

反した箇所を修正しているため，ID3とは異なり，Factory

より上位層のクラスに対する修正が不要となる．

表 7 の設定方式が異なるデバイス追加時の変更内容を

図 26 に示す．ID3では，図 25 に追加したクラスに加え，

デバイスごとにデバイスの設定クラスと操作クラスがシス

テム内部で分散し追加される．さらに，追加されたインス

タンスにおけるすべての上位クラスを修正する必要も生じ

る．一方，ID4では，R3の拡張性ルールに違反した箇所を

修正しているため，デバイスに関するクラスすべてが 1カ

所に集約され追加される．しかしながら，ID4では，ID3

とは異なり生成クラスを使用側へ隠蔽するための Factory

クラスを追加する必要がある．そのため ID4では，追加が

必要となるクラス数は，ID3よりも多くなるが，既存クラ

スに対する修正対象を少なくすることが可能であり，また，

分散して記述する必要がない分，可読性にも優れている．

表 7 の新規デバイス追加における ID3と ID4の違いは，

R1の拡張性ルールに違反した箇所に対する，コントローラ

クラス以下への Factory階層の導入である．このケースに

おいて，追加・修正されるクラス数は同じとなるが，ID3は

複雑化しやすいコントローラクラスに変更が必要となり，

ID4ではクラスの生成に特化した Factoryへの変更となる

ため，変更の容易さ，変更ミスの予防に違いがある．

表 7 に示すデバイスの多機能用途化については，ID3と

ID4に違いが現れなかった．よって本稿で定義した拡張性

強化ルールでは，当該要件に対する拡張性の問題個所を検

出することはできない．

図 26 設定方式が異なるデバイス追加時の変更内容

Fig. 26 Change for adding device which has different setting

way.

5. 評価

提案手法の妥当性について評価を行った．評価観点とし

ては，提案手法による課題の解決，拡張性強化の効果，ルー

ルの十分性，適用範囲とした．

5.1 提案手法による課題解決能力

課題 1に対しては，4.3節に示したように，提案手法に

よって，開発者によらず拡張性の問題箇所を自動的，かつ

定量的に特定することができる．しかしながら，拡張性の

強化を実施した ID4では 2件の拡張性の問題箇所が残っ

た．この 2件についても，拡張性を強化すべきとして特定

された箇所であったが，上位に対し隠蔽を要する箇所では

なく，各々のインスタンスをつねに要する箇所であった．

クラスの呼び出し関係と継承関係に着目している本提案手

法においては，可変性や拡張性なのか，類似のインスタン

スなのかという判定が難しく，誤検知となるケースも存在

する．

課題 2に対しては，4.3節に示したように，拡張性の問

題箇所として特定された箇所のうち，誤検知であった 2件

を除き，すべてに対して拡張性強化ガイドに従い，拡張性

を強化することができた．拡張性強化ルールとそれに対応

した拡張性強化ガイドにより，開発者のスキルにかかわら

ず，同じ拡張性の仕組みを導入することができる．

5.2 提案手法による拡張性強化効果の有無

4.4節に示したように，デバイス追加を目的とした変更

に対しては，提案手法で，拡張性を強化しておくことで効

果がある．一方，デバイスの多機能用途化を目的とした変

更に対する効果はない．しかしながら，提案手法はルール

ベースであるため，新しい拡張性の問題パターンとし，拡

c© 2016 Information Processing Society of Japan 740



情報処理学会論文誌 Vol.57 No.2 730–744 (Feb. 2016)

表 8 各観点の起こりうるケースと対応ルール

Table 8 Possible cases and rules.

張性強化ルールを追加することで，対応は可能である．

また，4.4節より得られた，提案手法による拡張性強化

の効果を下記に示す．

• 追加・修正が必要となるクラス数の削減
• 複雑になりがちなコントローラクラスに対する変更を
削減することによる，変更容易性向上や，可読性悪化

の防止

• 既存クラスに対する変更を削減することによる修正時
のミスによる不具合防止，テスト工数の削減

さらに，4.4節は拡張性の問題箇所 1カ所ごとについて

比較した結果であるが，図 15 で示したように，実際のコー

ドでは，多くの拡張性の問題箇所を含むため，さらに大き

な効果があると考えられる．

現実においては，拡張性の問題箇所を正確に把握するこ

とができない状態で，機能追加が繰り返されていることが

多く，拡張性を強化するためには大規模な改修をともなう

ことになり，実質的に変更不可能となってしまうと考えら

れる．このため，提案手法で継続的，自動的にコードから

拡張性の問題箇所を示すことは，将来にわたって余計なメ

ンテナンスコストの増加を防止するものであるといえる．

5.3 拡張性強化ルールの十分性

使用者（だれが），場所（どこで），データ（どのデータ関

係）という拡張性の問題観点で，起こりうるケースを表 8

に示す．

提案手法では，拡張性構造が存在しない場合と，拡張性

構造上の問題が存在しない場合は，何も検出されない．し

かしながら，拡張性構造の必要性は，製品要件に依存する

ため，双方ともに問題として扱う必要がないと考える．

上記以外の現状想定しているケースについては，すべて

に対応したルールが存在している．このことから拡張性強

化ルールは，対象としている拡張性の問題観点の範囲にお

いて網羅的であるといえる．

5.4 提案手法の適用範囲

提案手法は，図 1 のような構造を持ったソフトウェアに

ついて適用することができる．図 1 の構造とは，拡張性を

表 9 組込みシステム領域以外の比較対象 OSS

Table 9 Comparison OSS except embedded software area.

表 10 各 OSS の計測データ比較

Table 10 Comparison of measurement data in each OSS.

図 27 コントローラモデル（ID A）

Fig. 27 Controller model (ID A).

考慮したレイヤ設計がされているものであり，たとえば，

アプリケーションレイヤ/コントローラレイヤ（制御レイ

ヤ）/ハードウェアデバイスの抽象化レイヤに分割されてい

るような構造である．

表 9 に示す種類の OSSを用い，組込みシステム領域以

外のソフトウェアに提案手法を適用した結果について比較

する．

表 10には，コードのステートメント行数（NCSS），クラ

ス数，提案手法で生成したコントローラモデルに表現され

るクラス数（捨象後クラス数），およびその捨象率を示す．

表 10 に示すように，比較対象のソフトウェアは，5万行

前後となる部分を抽出したものである．

また，ID A～Cのソフトウェアに対し，提案手法で生成

したコントローラモデルを図 27，図 28，図 29 に示す．

ID A（データベース）や ID B（画像比較ソフトウェア）

では，リアルタイムの制御や，コントローラ層/デバイス層

等のレイヤ分割が存在しないことにより，図 1 に示した組

込みシステムのレイヤ構成を前提にした構成理解ができな

いため，適用が困難である．一方，ID C（ムービプレーヤ）

では，図 1 に示した組込みシステムのレイヤ構成に相対的

に似た形状を示している．内部処理として，組込みシステ

ムにも存在するようなデータのリアルタイム再生部，各種

データファイルごとの処理可変部，データごとの設定機能
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図 28 コントローラモデル（ID B）

Fig. 28 Controller model (ID B).

図 29 コントローラモデル（ID C）

Fig. 29 Controller model (ID C).

等があるためであるが，ハードウェア部分がないため，独

立した 3つの小さなシステムであるととらえてしまうこと

になる．また，本稿で対象とした組込みシステムでは，提

案手法によるクラスの捨象率が 50%程度であったが，表 9

のような，図 1 に示した組込みシステムのレイヤ構成を持

たないソフトウェアでは，捨象率が 70%を超える値となっ

た．これは，拡張性を考慮したレイヤ構造がないことに加

え，各種ハードウェアデバイスの切替え構造がないためで

あると考えられる．このような対象においては，提案手法

が適用できないために，たとえば，隠蔽構造について評価

することができず，機能追加時に，予期しない変更箇所も

含め，多数の箇所への変更コスト増，変更の確認コスト増，

さらには変更漏れによる不具合の発生も想定される．

5.5 提案手法の適用領域拡大

本提案では，特定の条件における組込みシステムに限定

した開発領域について述べたが，他システムについても，

提案手法の適用可能性を検討する必要がある．

また，IPAの調査報告書 [9]によると，組込みシステム

においては，C言語の使用率が 60.3%と最大ではあるが，

C++/C#/Java言語についても 29.7%の割合で使用されて

いるため，本稿では，設計者のセマンティクスを読み取る

ために，クラス構造や，継承，委譲等の仕組みを持つオブ

ジェクト指向言語 [10], [11]で記述されたコードを対象と

した．さらに今後は，オブジェクト指向言語を用いた開発

よりも，非オブジェクト指向言語を用いた開発の方が相対

的に多いことから，非オブジェクト指向言語への拡張も検

討する必要がある．たとえば，非オブジェクト指向言語か

ら構造の意図を理解する仕組みとして，関数インタフェー

スレイヤによる内部処理の隠蔽，グローバル変数へのアク

セスや，構造体の類似性，関数ポインタの切替えを利用す

ることにより，オブジェクト指向言語を対象とした本稿で

の提案手法を拡張することが可能ではないかと考える．

6. 関連研究

Bansiya ら [10] はオブジェクト指向デザイン要素をデ

ザインメトリクスや品質属性へマップした．また Hudli

ら [11]は様々なオブジェクト指向メトリクスを評価した．

このように，オブジェクト指向言語に対しては様々なデザ

インや，メトリクスによる評価手法が提案されている．本

稿は，拡張性という観点でソースコードから設計を評価す

る手法である．

Walkinshawら [12]は，オブジェクト指向の言語で記述

されたソースコードに対し，landmark methodと barrier

methodを用い，コールグラフを分割することで，ユーザ

が指定した機能と関連する箇所を抽出するアプローチを提

案している．また，このアプローチでは，状態爆発を起こ

さないように不必要なパスの削減も実施している．本稿で

は，コールグラフを分割するのではなく，可変点の構造に

着目し，コール関係と継承構造を用いて，機能箇所の抽出

を行っている．また同様に可変点に着目することで，不必

要なクラスの削減を行っている．

Keepence ら [13] は，feature-oriented domain analysis

で使われる the mandatory, alternative, and optional と

closely resembleなデザインパターン定義を行っている．

本稿では，可変メカニズムの実装形態によって，変更の

隠蔽程度が異なるという観点でデザインパターンを整理

した．

Makkarら [14]では，継承構造と再利用性について，継

承ツリーの深さに着目して述べられている．継承ツリーが

深くなりすぎると，再利用性が低下する．彼らは，その閾

値は 3レイヤ以内だと述べている．それゆえ，継承の深さ

と再利用性について定式化し，計算可能にした．本稿では，

可変メカニズムと関連した箇所の継承ツリーに対して，再

利用性が高いとされる 2階層以内の構造に着目している．

Claudiaら [15]では，可変メカニズムの評価手法を提案

している．述べられているように，可変メカニズムの評価

観点として，基本的に実装方法，選択方法，切替えタイミ

ングがある．本稿では，実装方法をソースコード上から自

動的に検出している．
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Babar [16]，Bengtssonら [17]，Castaldiら [18]は，プロ

ダクトラインアーキテクチャの評価手法について述べて

おり，著者らが述べているようにシナリオベースによる評

価手法は確立している．本稿では，既存コードからのアプ

ローチを提案している．

Hattoriら [19]は，実際の変更に対する影響を分析する

手法の評価を行っている．本稿では，変更される前に，変

更に対する機能ごとの影響を評価することができる．

Kaurら [20]は，パッケージに着目し，コードサイズ，複

雑度等のメトリクスを用いて算出する保守性指数により，

保守性を数値化し，比較可能にしている．このような総合

的な数値では，本稿で述べたような，拡張性構造等の具体

的な実装構造を得ることはできない．

Munro [21]は，コードの不吉な匂いをモデル化し，コー

ドメトリクスを用いて，不吉な匂いの自動特定を行ってい

る．使用されるメトリクスは，コード行数，複雑度等のメ

トリクスであり，規定された基準値を，これらメトリクス

が超えると当該コードの改善を促す．本稿では，拡張性に

特化し，機能ごとに拡張性の構造を評価することで，拡張

性の問題個所を自動特定し，強化方法を提示する．

7. おわりに

本稿では，継続的に進化する組込みシステムにおいて，

拡張性強化手法を提案した．また本提案手法を複数回の機

能追加が行われた実製品コードに適用し，拡張性を強化す

べき箇所を自動的に抽出し，拡張性強化ガイドに沿って，

拡張性を強化することができた．さらに，提案手法による

拡張性の強化効果を検証し，効果があることを確認できた．

本提案手法により，アジャイル開発プロセス等において，

属人性を排した，効率的な拡張性強化を継続的に実施する

ことが可能となる．

今後は，複数の組込みシステムへ本提案手法を適用した

結果についての比較検証や，拡張性強化ルールの拡充を行

う必要がある．
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